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1．はじめに 

 
 安全とは、安全の用語を定める ISO/IEC Guide 
51(1)によると、受け入れられないリスクが無いこと

と定義している。又そのリスクを評価し低減する方

法論等の基本概念を定めている。 
 図１に示すとおり危険源(hazard)と人が、同一空

間で同一時刻に遭遇した際に、それが危険状態とな

りリスク(risk)が発生し、これを放置すると危害が発

生する確率(リスク)が生じる。放置せずに、危険源

を予防概念に基づき、事前に設計段階で除去或いは

リスクを低減する事により危害を大方避ける事が可

能となる(2)。すなわちリスク発生以前の、その要因

のひとつとしての危険源がどのように処理されるか

が問われてくる。 
 人工物としてのサービスロボットは本来人に危害

を加える危険源を有している。人工物を設計するの

は設計者であり、設計者しか設計対象の人工物の危

険源は的確に把握できない。それ故、この危険源を

処理できるのは設計者であり、又設計者しかいない

という事から、そこに設計者としての技術者倫理が

存在する。 
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1.1 機械安全 
 従来の労働安全は人への教育を重視し、間違いを

起こさない為に目標をたてた。これでは、限界があ

るとして、機械安全では危害のもうひとつの発生要

因としての危険源が着目された。機械的・電気的・

熱・放射線・人間工学原則の無視等の危険源は、確 
定的であり因果決定論により、危害を発生させる。

病原菌と同様に、放置していても無くならない特性

を有している。それ故、人の安全を確保する為に機

械安全という概念が新たに生まれ、それは基本的に

危険源と人を隔離する図１のハウスドルフ空間とし

ての「隔離の原則」並びに機械の危険な動きに人が

接近した際に安全なインターロック装置等により駆

動源を遮断する「停止の原則」或いは「エネルギ・

ゼロの原則」等を中心として達成される。 
 機械安全の概念は例えば、危険源を同定－リスク

の見積－リスク評価－それに基づくリスク低減－残 
留リスクの明示と、これらプロセスの文書化を求め

ているリスクアセスメントの原則につき ISO14121 
(3),* そしてリスク低減に関する安全設計の原則につ

いては、3 段階方式として第 1 に機械的な本質安全

設計、第２に安全インターロック装置等による追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
的保護方策、第３に残留リスクの取扱説明書等への

明示が ISO12100(4)に定められている。 
  1930 年以降のドイツを中心とした設計論研究のひ
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とつの体系としてのポール&バイツの工学設計・体

系的アプローチ(5)がある。ここに機械安全の概念を

加えたノイドルファーの安全な機械の設計(6)は豊富

な図を用いて、機械安全の概念を説明している。 
 安全設計は、決してそれ単独で主語となるもので

はなく、本来製品のライフサイクルを配慮した設計

論の流れの部分集合であると解釈する事が出来る。 

設計論的には、従来の労働安全のように人に頼ら

ず、人が間違えても機械に頼り安全設計を事前に施

す事で安全確保する事になり、これは安全達成方法

の一つ目のパラダイムシフトとなる。 
 

1.2 人と機械の共存 
 サービスロボットという概念は未だその産業が幼

年期であり、定義づけできる事は出来ないが、それ

は多くの駆動源やセンサを用いており、れっきとし

た機械である事には違いない。そして人にサービス

を提供する役割を持つ事から、人との接触・共存・

協働が機能及びそれによりもたらされる利便性を満

足する為に要求される。すなわち図１の本来危険状

態である位相空間上で安全を確保する事が要求され

る。それ故、従来の機械安全の概念としての隔離の

原則・停止の原則はサービスロボットの場合、機能

を発揮する為には意に反するという事にならない

か？その為に、従来の機械類の安全の概念を踏まえ

た新たなリスク低減方策が必要とされてくる。機械

安全の主要な原則が適用しきれない部分については、

新たな安全要素技術の開発及び安全達成方法につき

「共存の原則」というものが改めて構築される必要

もある。 
 
1.3 サービスロボットの安全 
  サービスロボット特有の安全規格は未制定だが、

産業用ロボットの安全性に関する ISO10218(7 )におい

て、例えば 80Ｗ以下のモータ、150Ｎ以下の力、

250mm /sec 以下の動きの際には防護策を設置しな

くても良い事が定められている。現時点でこの規格

は見直しの為審議中で、近い将来に新たな安全関連

事項が追加される予定である。 
 2005 年に開催された愛知万博において多数のサー

ビスロボットが紹介、展示された。その際に、安全

専門委員会で定められた安全原則は、ISO/IEC Guide 
51 の精神に則り、リスクアセスメント(ISO14121)を
実施し、その結果に基づきリスク低減(ISO12100)を
実施し、残留リスクの管理を展示者に委託するとい

う事であった。サービスロボットに適した安全要素

技術が世界的にも殆ど未開発の為、機械設計による

本質安全設計を中心にする事が強調された(8)。 

2．リスクアセスメント 

 
 対象とする機械の使用制限を明確にした上で、事

故の要因のひとつとしての危険源を同定し、それに

伴うリスクを見積・評価し、その結果に基づきリス

ク低減を実施する事が ISO14121 で求められている。 
 サービスロボットの安全については、具体的なリ

スク低減手法としての安全設計を開始する前に、図

２のΔR1 に示す通り充分に対象のサービスロボッ

トが、誰を対象として、何処で、どのように使用さ

れるかの使用制限を厳密に行う事が、先ず安全設計

を実践する前にリスク低減の効果として期待される
(9)。すなわち、これは技術的方策を講じる前の段階

におけるリスク低減の有効な手段となる。 
そのリスク制限結果に基づき、初めて事項に述べ

るリスク低減方策が設計的に要求される事になる。 
 例えば、国内で開発され既に市場に適用されてい

るある巡回ロボットの場合、昼間はあらゆる人たち

が行き来するショッピングアーケードで案内ロボッ

トの役目を果たし、夜間にその建物から一般消費者

が立ち去った後巡回の役目を果たすという二つの全

く異なる機能を有している。一台二役で利便性は高

いが、リスク対処方法がこの場合全く異なってくる

為、これを概念設計として事前に充分に評価し、そ

の結果詳細設計をする事が合理的となる。 
 すなわち R2 の対象となる人、R3 の場所、R4 の

時刻の３要素の複合関係が、直接リスクの度合いに

係わってくるという事である。産業用ロボットは、

R3:工場という隔離空間、R2:教育を受けた作業者と

いう制限の元で作業が行われるが、一般消費者を対

象としたサービスロボットの場合は、その制限範囲

が一般的に広くなる。それ故、この段階でのリスク

評価が極めて重要となる。 
 おりしも国内の労働安全衛生法第 28 条の２では、

事業者は危険を調査し、その結果に基づき方策を講

じる事が述べられている。前者の危険の調査は、リ

スクアセスメントに基づく事故の予見可能性、後者

は危険源を除去或いはリスクを低減する事であり、

これは事故の結果回避可能性を意味している。すな

わち、事故がおきた際には、因果決定論による危険

源の存在及びそれによりもたらされる事故の潜在的

可能性を認識していたか、そしてそれを事前に回避

する設計手法が適切に講じられたかが問われてくる。 
労働安全衛生法の本条項並びに機械類の安全に係わ

る国際規格は、これらに対する説明責任を全うする

事を可能とする手段である。 
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Rmax
R1purpose

Limitation of machinery usuage
R1

R2human
    ΔR1 R2 Care needed person 5-1

Support needed person 2-1
Handicaped, Child under 4 yrs.old

Child under 14 yrs.old, Pets(dog, cat etc)
Healthy adult
others (public）

R3 R3space
R4 R4time

R5 R5mechanical measure (public）

Well tried reliable device

①Inherent Safety (mechanical）

     ΔR2
ARR ARR : Adequate Reduced Risk

   

②Protective Measure (electrical, electronical)
R6 R6sd  SC,PL,SIL

ALARP
RAD : Reasonable Alternative Design

R7 R7warning
③Warning, Indication

     ΔR3 R8 R8user
PL e d c b a      Education by user

Measures
against
risk

Measures
against
hazards

User

3．リスク低減 

  

リスクアセスメントの結果に基づき、相応なリス

ク低減が必要となるが、その方法論は安全な機械の

設計に関する基本原則 ISO12100 に定められている

主として確定的危険源に対する設計方策となる。 

本規格で特筆すべき事は、この方法論を 3 段階方

式で示している事である。すなわち、これは図 2 の

ΔR2 に該当するもので、 

1) 機械的な本質安全設計（センサ等に頼らない） 

2) 追加的保護法策（防護策やセンサ等を使用） 

3) 残留リスクの使用者への情報提供（銘板表示や

取扱説明書への記載事項） 

であり、これは同時に設計の優先度を示している。 

 但しそれ以外に多くの個別設計原則が本規格に

含まれているが、概ねこれらは機械設備を対象と

している為に、必ずしもサービスロボットに適用

しきれないものが多い。 

ISO/IEC Guide51 では、絶対安全というものは有

り得ないとしており、リスク低減後でも機械の機

能と利便性を発揮する為に、残留リスクを定めて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.2ΔR: Limitation of machine-use and 3 step-
method of risk reduction 

おり、機械使用者がその扱いを適切にする事が求 

められている。これは図２のΔR3 に該当する。 

一般消費財などでも、取扱説明書に明記される危

険・警告・注意等は、残留リスクの適切な管理を

求めており、とりわけ機械安全特有の概念ではな

く、本来残留リスクという概念は上記の理由から、

一般消費者にとって馴染みのあるものである。 

 新技術であるサービスロボットでは、第 2 段

階の追加的防護方策を講じようとしても、安全セ 

ンサ及び安全コントローラ等適切な安全要素技術が

未だ殆ど開発されていない。それ故、第 1 段階の本

質安全設計において、機械設計の段階で、極力人と

接触しても痛くない、危なくないサービスロボット

を設計する事が求められてくる。実際に発生しうる

危害の状況はロボットの形状・寸法・質量・駆動力

等による異なってくる。サービスロボット用の本質

安全設計の手法は、規格などで現段階では明示され

ておらず、サービスロボットの特性並びに各種エネ

ルギをどう抑制出来うるかを、個別に検討するしか

無い。 

 全体的にはニュートンの運動法則 ma=F の相関関 
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係の人への作用において重大な危害が発生しない事

が理想的と言える。そして発生するＦが人に危 

害を与えない程度であれば、例えば機械安全で定め

る安全インターロック装置や安全制御までは必要と

なくなる為に、本質安全設計は大きな利点をもたら

す事ができる。そのほか、ロボットの形状によるは

まされ・巻き込まれ・突っつき等の箇所の処理が必

要とされる。 

安全要素技術として重要なソフトウェアの安全 

性に関する機能安全規格 IEC61508 シリーズ(10)は、 

第三者認証を実施する事が市場の要求事項となって

いるが、幼年期の産業で大量生産形態にいたってい

ないものに適用するには、認証に必要とされる期間

と費用が大きな欠点となってくる。それ故、機能安

全規格の適用は、それなりの量産体制が整った際に

実践する方が、望ましいと思われる。 

 

4．安全達成の目標目安 

 

 その次に、リスク低減は何処まで行うべきかとい

う疑問が生じてくる。前述のリスクアセスメント及

びリスク低減という国際規格に定められた方法論は

最低限配慮の上実践する事により、科学及び技術の

知見(state of the art)に適合している事となり、万が

一の事故がおきても機械設計者は、やるべきことを 

事前に実施した事の説明責任を果たす事が可能とな

る。 

機械類の安全関連規格及び不法行為法における３

つの基準を以下の通り説明する。 

 
4.1 ARR:Adequate Reduced Risk 
 ARR は ISO12100 及び制御関連部の安全に関する

ISO13849 -1(11)に定められた「適切に低減されたリス

ク」を示す。これは、ISO12100 に定める 3 段階方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3 No RAD as a consequent of prevention  
measurement 

式により、機械的及び制御的リスク低減方策を講じ

た後に残る残留リスク情報を使用者に提供する事に

より達成される。すなわち、これらの規格及びそれ

らの引用規格に基づき、そこに示されている技術的

リスク低減方策を配慮したか否かが問われる。 
 
4.2  ALARP(As Low As Reasonably Practicable) 

ALARP(アラープ)は、ソフトウェアの安全性に関

する IEC61508 の第 5 部でアラープ原則及び許容可

能なリスクが説明されている。この概念はイギリス

安全衛生庁 HSE が提唱したもので、出発点はプロ

セス産業におけるリスクを取り扱ったものである。 
ALARP 概念は、4.1 項のような技術的方策よりも、

以下に述べる費用便益分析とリスク概念に基づいて

いる。 
 
4.3 RAD: Reasonably Alternative Design Standard 
 RAD は「合理的代替設計基準」と呼ばれ、従来

のアメリカ法律協会が編集した 1965 年の第 2 次リ 
ステイトメントによる無過失責任を基盤とする消費 

者期待基準によるその主観性の問題を改善し、1998
年の第 3 次レステイトメントにより図 3 に示す通り、

リスク効用基準が採用された事による。ここでは製

造物欠陥を 1)製造上の欠陥 2)設計上の欠陥 3)指示又 
は警告上の欠陥と区別した。これにより、消費者期

待基準に基づく無過失責任は、影が薄まった。 
RAD は、代替設計案を採用して得られる便益と

それを採用する事に伴う費用を比較し判断するもの

で、法と経済学の概念及び費用便益分析(CBA)の基

準となるハンドの定式(B<Pl) (12)、すなわち実際に発

生する損害(L)とその確立(P)よりも負荷(B)は少なく

て良いという考え方に基づいている。逆に、技術的

に可能でかつ、その実践が合理的な費用の範囲でそ

れを実践しない場合は、過失を問われやすくなる。 
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アメリカではこれに基づく判例が数多く存在してい

る。 
ARR により事前に技術的方策が講じられ、それが 

ALARP の範囲におさまっていれば、社会はそれを

受容するようになり、同時に RAD 基準によれば、

合理的代替設計が無いという事になり、設計者の過

失は問われないという事になる。 
 

 

5．おわりに 

 
 人への危害は危険源と人が同一空間・同一時刻に

共存する危険状態において、それを放置する事によ

り発生する。従来の労働安全は人への対処を重点と

し、機械安全は不可逆性を伴う危害の要因として因

果決定論に基づく危険源への方策をリスクアセスメ

ントの実施として強調してきた。これが、一連のリ

スクベースド・アプローチ(Risk Based Approach: 
RBA)である。 
 これは、設計者が危険源を適切に処理していれば

万が一の事故が発生しても、社会に有益な人工物を

提供する設計者をその利便性の観点から社会が守ろ

うとする思想が背景にある。例えば、何年か前にオ

ーストリアのカプルーンでケーブルカーの火災が発

生し、乗客 150 名以上が全員焼死した大事故があっ

たが、その後の事故調査で、ケーブルカーの安全装

置は適切であり、ケーブルカーの運用上の安全管理

は適切であったとして、機械の設計者及び使用者は

過失を問われなかった。日本の場合、誰が悪いと犯

人探しをするが、RBA の場合、安全技術とその管理

が適切であったかが、第一義的に問われる。社会に    

Fig.4 Four factors on safety 

役立つ人工物を作り出す技術者を尊重する社会であ

ると言っても良い。 
サービスロボットは、危険源を多数有する機械と

して人と共存する危険状態で機能及び便益を発揮す

る事が条件となる。それ故、これは安全のパラダイ

ムシフトとなるが、従来の安全原則と提示されてい

るリスクアセスメント及びリスク低減に関する方法 
論のうち適用可能なところを実践する事で、サービ 
スロボットの安全は達成される。本論では、その方

法論とリスク低減を何処までやるかの基準も示した。 
具体的には、個々のサービスロボットの設計者が

これら方法論を適用し、危害を最小限に抑え、実践

した設計過程を図書により情報開示し説明責任をま

っとうできる準備をする事が必要となる。 
 本稿では、安全技術の観点から何を何処まですべ

きかの概念を図 4 に示す通り説明したが、新産業と

してのサービスロボットが社会に受容され市民権を

獲得する為には、技術以外に、倫理・経済・社会シ

ステムの安全の四要素を配慮した上で、今後以下の

問題点を解決する必要がある。 
 
－不可逆性を伴う危害は取り返しが付かない為に、

事故がおきる前に設計段階で危険を処理するとい

う予防概念を技術者の倫理として制度化する。 
－安全技術のイノベーションとしての新たな要素技

術の開発。 
－設計者が実践した安全方策の第三者機関による妥

当性確認（認証制度）の確立。 
－それを実践する為には、妥当な判断が出来る安全

専門家の教育とそれを、学協会の協力を得た上で

どう実践するかの検討が必要。 
－製品の市場投入後に、安全が確保されているかの

市場監視制度の導入。 
－設計者による安全を前提として、使用者を含めた 
全体的なリスクマネジメントの導入。 

－その一環としての適切なリスクコミュニケーショ 
ンの実施。 

－サービスロボットの特性として、BtoB(Business to 
Business)から BtoC(Business to Customer)への転換

に並びに顧客満足度の高まり等の観点から、新た

なサービス工学(13)の配慮。 
－事故がおきた際の補償としての保険制度の確立。 
－上記を含め、グローバルな観点からあるべき法制

度を踏まえた適切な社会システムの設計と構築。 
－日本の場合リスクアセスメントは法律で定められ

ているものの、罰則規定がなく実行力が弱まって 
しまう事の検討が必要。 
ここで述べた大枠の概念が、新規産業としてのサ
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ービスロボットの設計に参考となれば幸いである。

同時に、安全を担保するためのあらたな社会システ

ム構築につき、今後多くの関係者が協議･協働する

必要性があることを申し述べておく。 
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